
国家戦略特区における追加の規制改革事項等について（抄） 

 

平成 ２７ 年 ３ 月 １９ 日 

国家戦略特別区域諮問会議 

 

 

◇ ２０１５年度までの２年間を集中取組期間とし、いわゆる岩盤規制全般について突

破口を開いていく国家戦略特区については、「日本再興戦略改訂２０１４」（平成２６

年６月２４日閣議決定）に基づき、指定した特区の区域会議や、全国の地方自治

体・民間からの提案も踏まえ、地方創生の推進等の観点からも、必要な規制改革

事項を追加する。 

 

◇ 具体的には、引き続き、国家戦略特別区域諮問会議や国家戦略特区ワーキング

グループにおける検討も踏まえ、昨年１０月１０日の第９回会議でとりまとめたもの

に加え、以下の規制改革事項について、今通常国会に提出する特区法改正案の

中に、特例措置等の必要な規定を盛り込むなど、所要の措置を講ずる。 

 

 

◇ 速やかに全国規模の規制改革を進める。 

 

 

（８） 通信制看護師学校養成所の入学基準の緩和 

・ 地域医療体制の充実に向けた看護師養成のため、通信制看護師学校養成所の入

学基準について、准看護師としての業務経験年数を短縮することについて検討し、

今年中に結論を得て、速やかに措置する。 
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